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年８月 30 日（金融法務事情 1678 号 65 頁）によれば、「預金契約は消費寄託契約と解されるとこ
ろ、消費寄託契約につきその種の義務を定めた規定は存在せず、銀行法その他法令を見ても、か
かる義務を定めた規定は存在しない」ということを理由に、預金口座の取引経過の開示義務を否
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被相続人名義の預金につき取引履歴の開示を求める請求権を有するということができる」として、





 このような状況の下、最高裁判所平成 17年５月 20 日決定（金融法務事情 1751 号 43 頁。以下、
「平成 17 年決定」という。）がなされたのである。この平成 17 年決定は、前述の東京高判平成




務事情 1751 号 44 頁においては、「預金契約を委任ないし準委任類似の契約関係と見ることができ
る場合に、預金者による預金口座の取引経過明細開示請求権が認められるか否かについては射程














 X（原告・控訴人・被上告人）の父 A は、平成 17 年 11 月９日死亡したが、当時、Y 信用金庫
（被告・被控訴人・上告人）に普通預金口座１口と定期預金口座 11口を有していた。そして、X
の母 B は、平成 18 年５月 28 日に死亡したが、当時、同信用金庫に普通預金口座１口と定期預金
口座２口を有していた。そのため、共同相続人の一人である X が、Y に対して、B 名義の各預金
口座について、平成 17 年 11 月９日から平成 18 年２月 15 日までの取引経過の開示を求めた。し
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(2) 第１審判決（東京地判平成 18 年 11 月 17 日民集 63 巻１号 238 頁～240 頁） 
 X は、B の共同相続人の一人として、B の預金口座について、預金先である Y に対し、取引経
過明細の開示を求めるものであるが、預金者の共同相続人である X が、Y に対し上記開示を強制
することができると解すべき法律上の根拠はないとして、前述の最高裁判所第三小法廷平成 17
年決定を引用し、X の請求を棄却した。 
 そのため、X は、B 名義の預金口座に関する取引経過の開示請求に加え、A 名義の預金口座に
ついて、平成 17 年 11 月８日および翌９日までの取引経過の開示を追加し、相続分請求や相続税
算出ができないとして控訴した。 
 















 これに対して Y は上告受理の申し立てを行った。 
 







負うが（民法 645 条、656 条）、これは、委任者にとって、委任事務等の処理状況を正確に把握す
るとともに、受任者の事務処理の適切さについて判断するためには、受任者から適宜上記報告を
受けることが必要不可欠であるためと解される。このことは預金契約において金融機関が処理す
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年８月 30 日、東京高判平成 14 年 12 月４日 6) ）があり、その根拠とするところは、預金契約
は消費寄託契約であり、消費寄託契約には、預金に関する取引経過の開示義務を明示した規定
は存在しない等を理由としてこれを否定する。そして、本件第１審東京地判平成 18年 11 月 17
日は、平成 17年決定をも引用し、開示義務を否定した。 
 これらに対し、第二に、開示義務があるとする立場にある判例の根拠として、 
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を有する内容も多く含まれており、委任契約や準委任契約には、民法 645 条、656 条に基づき、
金融機関は、預金契約上預金者に対して報告義務を負う。したがって、金融機関は、預金口座
の取引経過について開示すべき義務を負うとしたのである。ただし、本件判決は、委任･準委任










 判例は、第一に、開示請求は認められないとするもの（東京地判平成 14年８月 30 日、東京高





① 東京地判平成 15 年８月 29 日は、各相続人は、当該相続分の限度において預金債権を包括承
継し、被相続人の有していた契約上の地位を一般的に承継したというべきであるから、各共同
相続人は、単独で開示を請求できるとする。 
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地位は、各共同相続人が準共有（民法 264 条）することとなり、取引経過の開示請求は、その預
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注 
                                        
 1） 尾﨑達夫＝伊藤浩一＝金子稔「相続預金の取引経過明細の開示請求に対する実務対応」金融法務事情 
  1774 号（金融財政事情研究会、平成 18 年）28 頁 
 2） 幾代通＝広中俊雄編『新版 注釈民法（16）』（有斐閣、平成元年）395 頁［打田畯一＝中馬義直］、西原 
寛一『金融法』法律学全集 53（有斐閣、昭和 43 年）79 頁、小橋一郎「預金契約の成立」加藤一郎＝林良
平＝河本一郎編『銀行取引講座〈上〉』（金融財政事情研究会、昭和 51 年）110 頁参照 
 3） 打田＝中馬・前掲註 2）369 頁、我妻榮『債権各論 中巻二』民法講義Ⅴ3（岩波書店、昭和 37 年）726 
  頁～729 頁 
 4） 関沢正彦「預金取引経過開示請求についての最高裁判決」金融法務事情 1865 号（金融財政事情研究会、
平成 21 年）10 頁～11 頁 
 5） 打田＝中馬・前掲註 2）369 頁、近江幸治『民法講義Ⅴ契約法【第 3 版】』（成文堂、平成 18 年）273 頁 




 7） 淺生重樹「預金者の取引経過開示請求権の有無」金融法務事情 1700 号（金融財政事情研究会、平成 16 
年）79 頁、吉野内謙志「取引開示義務をめぐる裁判例と問題点」判例タイムズ 1248 号（判例タイムズ社、
平成 19 年）51 頁 
 8） 野村豊弘「預金取引の取引経過の開示請求」金融法務事情 1746 号（金融財政事情研究会、平成 17 年）
14 頁 
 9） 尾﨑他・前掲註 1）29 頁 
10） 銀行法 12 条の 2 第 1 項は、「銀行は、預金又は定期積金等の受入れに関し、預金者等の保護に資するた
め、内閣府令で定めるところにより、預金等に係る契約の内容その他預金者等に参考となるべき情報の提
供を行わなければならない。」と規定する。 
11） 淺生・前掲註 7）81 頁は、ｄ．は開示義務を求める根拠とはいえないとされる。 
12） 淺生・前掲註 7）80 頁、吉田光碩「預金者に対する金融機関の預金口座取引経過の開示義務の有無と共
同相続人の一人による右開示請求権単独行使の可否」私法判例理マークス 40（日本評論社、平成 22 年）
36 頁、水野貴浩「預金者の共同相続人の一人による預金口座の取引経過の開示請求の可否」判例タイムズ
1298 号（判例タイムズ社、平成 21 年）82 頁 
13） 清水恵介「預金者の共同相続人の一人による預金口座取引経過の開示請求の可否（積極）」金融･商事判
例 1311 号（経済法令研究会、平成 21 年）196 頁 
14） 吉野内・前掲註 7）51 頁 
15） 吉野内・前掲註 7）・52 頁、吉田・前掲註 12）37 頁 
16） 淺生・前掲註 7）83 頁～84 頁、伊藤進「預金者の共同相続人の一人からの銀行に対する預金取引履歴の
開示請求」判例評論 547 号（判例時報社、平成 16 年）20 頁 
17） 吉岡毅「預金者の共同相続人は、金融機関に対して、他の相続人の同意なしに預金口座の取引経過開示
の請求ができる」銀行法務 21・700 号（経済法令研究会、平成 21 年）25 頁、加来輝正「金融機関におけ
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18） 関沢・前掲註 4）16 頁、岡伸一「共同相続人の１人からの預金取引経過開示請求について」銀行法務




法令研究会、平成 21 年）24 頁 
19） 法務 BLOG「相続人の取引明細開示」金融法務事情 1859 号（金融財政事情研究会、平成 21 年）64 頁 
20） 関沢・前掲註 4）17 頁 
21） なお、今後における他の課題として、開示内容の範囲、開示請求に応じるべき預金の対象、開示請求の
時間的限界、開示請求における費用問題などについて指摘されている。 
 
